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地方自治法 

発令    ：昭和22年4月17日法律第67号 

最終改正：平成29年6月23日号外法律第74号 

改正内容：平成29年6月23日号外法律第74号[平成29年6月23日] 

 

〔国及び地方公共団体が分担すべき役割〕 

第一条の二 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政

を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。 

２ （略） 

 

〔地方公共団体の法人格及び事務〕 

第二条 地方公共団体は、法人とする。 

２から11まで （略） 

12 地方公共団体に関する法令の規定は、地方自治の本旨に基づいて、かつ、国と地方公共団

体との適切な役割分担を踏まえて、これを解釈し、及び運用するようにしなければならない。

この場合において、特別地方公共団体に関する法令の規定は、この法律に定める特別地方公

共団体の特性にも照応するように、これを解釈し、及び運用しなければならない。 

13 法律又はこれに基づく政令により地方公共団体が処理することとされる事務が自治事務

である場合においては、国は、地方公共団体が地域の特性に応じて当該事務を処理すること

ができるよう特に配慮しなければならない。 

14 地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、

最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。 

15 地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地方公共団体に

協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない。 

16及び17 （略） 

 

〔普通地方公共団体の議会の議員及び長の選挙〕 

第十七条 普通地方公共団体の議会の議員及び長は、別に法律の定めるところにより、選挙人

が投票によりこれを選挙する。 

 

〔委員会・委員の設置〕 

第百三十八条の四 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長の外、法律

の定めるところにより、委員会又は委員を置く。 

２ 普通地方公共団体の委員会は、法律の定めるところにより、法令又は普通地方公共団体の

条例若しくは規則に違反しない限りにおいて、その権限に属する事務に関し、規則その他の

規程を定めることができる。 

３ 普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関として自

治紛争処理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮問又は調査のための機関

を置くことができる。ただし、政令で定める執行機関については、この限りでない。 
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〔知事及び市町村長〕 

第百三十九条 都道府県に知事を置く。 

２ 市町村に市町村長を置く。 

 

〔地方公共団体の統轄及び代表〕 

第百四十七条 普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体を統轄し、これを代表する。 

 

〔担任事務〕 

第百四十九条 普通地方公共団体の長は、概ね左に掲げる事務を担任する。 

一 普通地方公共団体の議会の議決を経べき事件につきその議案を提出すること。 

二 予算を調製し、及びこれを執行すること。 

三 地方税を賦課徴収し、分担金、使用料、加入金又は手数料を徴収し、及び過料を科する

こと。 

四 決算を普通地方公共団体の議会の認定に付すること。 

五 会計を監督すること。 

六 財産を取得し、管理し、及び処分すること。 

七 公の施設を設置し、管理し、及び廃止すること。 

八 証書及び公文書類を保管すること。 

九 前各号に定めるものを除く外、当該普通地方公共団体の事務を執行すること。 

 

〔事務局等の組織及び職員の定数等についての勧告又は協議〕 

第百八十条の四 普通地方公共団体の長は、各執行機関を通じて組織及び運営の合理化を図り、

その相互の間に権衡を保持するため、必要があると認めるときは、当該普通地方公共団体の

委員会若しくは委員の事務局又は委員会若しくは委員の管理に属する事務を掌る機関（以下

本条中「事務局等」という。）の組織、事務局等に属する職員の定数又はこれらの職員の身

分取扱について、委員会又は委員に必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。 

２ 普通地方公共団体の委員会又は委員は、事務局等の組織、事務局等に属する職員の定数又

はこれらの職員の身分取扱で当該委員会又は委員の権限に属する事項の中政令で定めるも

のについて、当該委員会又は委員の規則その他の規程を定め、又は変更しようとする場合に

おいては、予め当該普通地方公共団体の長に協議しなければならない。 


